
－記者発表資料－ 平成２８年 ６月 ７日
四 国 地 方 整 備 局

昨年度の試行を踏まえ、地域維持の担い手確保を目的に、
県の工事成績を活用した試行工事を四国各県に展開します。

【概要】
四国地方整備局では、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（平成１７年法律

第１８号）及び「四国地方整備局における総合評価方式の実施方針」に基づき、平成
１８年度より、原則、一般競争入札の総合評価落札方式を適用しているところです。

将来にわたる公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成及び確保は重要な
課題であり、地域においては、災害対応を含む地域の維持管理を担う建設業者が不足
し、地域の安全・安心の維持に支障が生じるおそれが懸念されています。

昨年度、徳島県で実施した試行を踏まえ、県発注工事と直轄発注工事（四国地方整
備局（ただし、港湾空港関係を除く）。）の工事成績を同列に扱い、直轄発注工事の施
工実績を持たない企業（地域維持を担う建設業者）の受注機会を拡大した試行工事を
四国各県に展開します。

【試行内容】
平成２０年度以降に従事し完成した「配置予定技術者の同種工事の工事成績」およ

び過去２年度間に完成した「競争参加企業の工事成績」について、県発注工事と直轄
工事を同列に評価する一般競争入札の総合評価落札方式を行います。

【試行時期】
平成２８年７月１日以降公告

【試行工事】
下記の工事において、試行を予定しております。
なお、発注に際して、工事名称の変更及び試行の中止を行う場合があります。

●平成２８年度 蒼社川橋下部工事（愛媛県今治市五十嵐外）
他、愛媛県内１件 徳島県内２件 高知県内４件

＜問合せ先＞ 国土交通省 四国地方整備局 TEL:(087)851-8061

技術開発調整官 石田 和敏 （内線3120）

技術管理課長 伊賀 達也 （内線3311）

○技術管理課長補佐 片岡 浩史 （内線3314）

※○：主たる問い合わせ先

国土交通省 「公共工事の更なる品質確保を目指して」



四国地方整備局

【概要】
将来にわたる公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成及び確保は

重要な課題であり、地域においては、災害対応を含む地域の維持管理を担う建
設業者が不足し、地域の安全・安心の維持に支障が生じるおそれが懸念されて
います。

昨年度、徳島県で実施した試行を踏まえ、県発注工事と直轄発注工事の工事
成績を同列に扱い、直轄発注工事の施工実績を持たない企業（地域維持を担う
建設業者）の受注機会を拡大した試行工事を四国各県に展開します。

試行の取り組み概要

【試行内容】
｢配置予定技術者が過去に従事し完成した同種工事の成績｣および｢競争参加

企業が過去に完成させた工事の成績｣について、｢県発注工事と直轄発注工事を
同列に評価｣する一般競争入札の総合評価落札方式を試行。

これにより、直轄発注工事の施工実績を持つ企業と県発注工事の施工実績し
か持たない企業の評価点が同等となります。



四国地方整備局予定している試行工事

（注１） 競争参加者の資格欄に示している｢一般土木 Ｃ等級｣とは、四国地方整備局における平成２７・２８年度 一般競争参加
資格の内の｢一般土木 Ｃ等級｣に認定されている者であることを示す。

（注２） 競争参加者の資格欄に示す資格の他に、平成１３年度以降に元請けとして｢各工事の同種工事を施工した実績｣等の
資格要件がありますので、各工事が公告された際の入札説明書をご覧ください。

（注３） 発注の際、工事名称・工事内容・公告時期の変更及び試行の中止等を行う場合がありますので、各工事が公告された
際の入札説明書をご覧ください。

事務所名 工事名 工事場所
競争参加者の

資格（注１）
公告予定 工事概要

平成２８年度
広島低水護岸工事

徳島県板野郡松茂町広島
（吉野川水系旧吉野川）

一般土木 Ｃ等級 ７月上旬 低水護岸　１式

平成２８年度
中島地区改良工事

徳島県阿南市那賀川町
（一般国道５５号阿南道路・4車線化工事）

一般土木 Ｃ等級 ９月中旬 道路改良　１式

四国山地砂防
平成２８年度
高智谷階段第２号堰堤改良工事

愛媛県東温市問屋地先
（重信川水系表川）

一般土木 Ｃ等級 ８月下旬 既設堰堤改良　１基(H＝10.5m)　

松山河川国道
平成２８年度
蒼社川橋下部工事

愛媛県今治市五十嵐外
（一般国道１９６号 今治道路）

一般土木 Ｃ等級 ７月上旬 橋梁下部工

高知河川国道
平成２８年度
西畑河床掘削工事

高知市春野町西畑地先
（仁淀川水系仁淀川）

一般土木 Ｃ等級 ７月中旬 河床掘削　１式

平成２８年度
入田堤防工事

高知県四万十市入田地先
（渡川水系四万十川）

一般土木 Ｃ等級 ７月中旬
築堤工　１式
道路改良工　１式

平成２８―２９年度
和田高架橋下部第１工事

高知県宿毛市和田地先
（一般国道５６号　中村宿毛道路）

一般土木 Ｃ等級 ８月上旬
下部工　Ｎ＝２基
道路改良　１式

平成２８―２９年度
和田高架橋下部第２工事

高知県宿毛市和田地先
（一般国道５６号　中村宿毛道路）

一般土木 Ｃ等級 ８月上旬
下部工　Ｎ＝２基
道路改良　１式

徳島河川国道

中村河川国道



四国地方整備局試行工事の総合評価項目
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※本表に示している評価点は、最大の評価点です。



四国地方整備局試行工事における評価（例） ①技術者評価

※本（例）は概要です。
詳細は各工事の入札説明書を
ご覧下さい。



四国地方整備局試行工事における評価（例） ②企業評価

※本（例）は概要です。
詳細は各工事の入札説明書を
ご覧下さい。



四国地方整備局
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従来の
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5 5 15 0 25 10 0 2 5 0 - 17 5 0 5 22 47

試行の
評価

5 5 20 0 30 10 15 2 5 0 - 32 5 0 5 37 67

試行工事の総合評価項目の評価例

【企業評価】工事成績
◆有している工事成績

「直轄工事」：工事実績なし
「県発注工事」：２カ年度の平均点 ７７点

◆従来の評価
評価点は０点

◆試行の評価
評価点は１５点

【技術者評価】工事成績
◆有している工事成績

「直轄工事」：工事実績なし
「○○県○○局発注工事」：主任技術者として従事

より同種性が認められる工事
◆従来の評価 工事成績７９点

評価点は１５点
◆試行の評価

評価点は２０点
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H28.6.7

県工事の工事評定点を考慮した試行工事の入札説明書
（抜粋・概要）

工事概要

（１）工事の実施形態

本工事は、総合評価に関する評価項目のうち、技術者評価における｢同種工事の工事成

績評定通知による評定点｣及び企業評価における｢過去２年度間の工事成績評定通知による

評定点の平均点｣について、四国地方整備局（港湾空港関係を除く。）発注工事と○○県

○○局発注工事の工事成績を同列に扱い評価する試行工事である。

総合評価落札方式に関する事項

（１）本工事は、平成２８年度の四国地方整備局における総合評価落札方式の実施方針（以下｢実

施方針｣という。）に基づき総合的に評価するものとする。（｢四国地方整備局における総合

評価落札方式の実施方針について改訂版(H28.4.1～適用)｣参照）

（２）入札の評価に関する基準

本工事の総合評価に関する評価項目、評価基準及び加算点（評価点）、施工体制評価点の

配点は次のとおりとする。

１）技術者評価

同種工事の工事成績評点通知による評価

[直轄の発注工事に関する評価]

平成 20 年度以降の配 主任（監理） 担当技術者

置予定技術者の同種 技術者等として経験 として経験

工事の評定点 より同種性 同種性が認 より同種性 同種性が認

の高い工事 められる工 の高い工事 められる工

事 事

80点以上 30.0 20.0 20.0 10.0
78点以上 80点未満 25.0 15.0 15.0 5.0
76点以上 78点未満 20.0 10.0 10.0 －

74点以上 76点未満 15.0 5.0 5.0 －

72点以上 74点未満 10.0 － － －

70点以上 72点未満 5.0 － － －

70点未満 － － － －

[○○県○○○局の発注工事に関する評価]※本表は県毎に異なるので注意すること。

平成 20 年度以降の配 主任（監理） 担当技術者

置予定技術者の同種 技術者等として経験 として経験

工事の評定点 より同種性 同種性が認 より同種性 同種性が認

の高い工事 められる工 の高い工事 められる工

事 事

82点以上 30.0 20.0 20.0 10.0
80点以上 82点未満 25.0 15.0 15.0 5.0
78点以上 80点未満 20.0 10.0 10.0 －

76点以上 78点未満 15.0 5.0 5.0 －

74点以上 76点未満 10.0 － － －

72点以上 74点未満 5.0 － － －

72点未満 － － － －
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※１：「同種工事」とは入札説明書○．（○）○に記載している同種工事を示す。

ただし、「同種工事の工事成績評点通知による評定点」における「より

同種性の高い」とは、■■の実績が○○とする。「同種性が認められる」

とは、入札説明書○．（○）○に記載している同種工事を示す。

※２：「主任（監理）技術者等」とは、様式－○－○に記載する工事について、

専任期間（専任期間を要しない工事については工期）の半分以上を主任

（監理）技術者又は現場代理人として従事した者を示し、この条件を満

足できない者については得点を与えない。なお、様式－○－○は配置予

定技術者１人につき１件とする。

※３：「担当技術者」とは、様式－○－○に記載する工事について、主任（監

理）技術者に義務づけられた専任期間（専任期間を要しない工事につい

ては工期）の半分以上に従事し、その工事に従事する以前から１級土木

施工管理技士又はこれと同等以上の資格等を有している者を示す。なお、

この条件を確認できる資料を提出するものとし、確認できない場合は得

点を与えない。また、資料に虚偽の記載をした場合指名停止措置要領に

基づく指名停止を行うことがある。なお、様式－○－○は配置予定技術

者１人につき１件とする。

※４：「直轄」とは、各地方整備局及び北海道開発局(港湾空港関係を除く。）

を示し、「旧公団等」とは、H7.12.8 条約第２３号「政府調達に関する協
定（抄）」付属書Ⅰ付表３の機関を示す。

※５：「同種性」については、同種性が確認できる工事内容を示した契約図書

等の写しを添付すること。なお、一般財団法人日本建設情報総合センタ

ーの「工事実績情報サービス（CORINS）」に登録されており、工事内容
及び同種性が確認できる場合は、CORINS 登録している実績データの写
しを添付すること。

※６：同種工事の成績評価は、平成２０年度以降に完成し引き渡された工事を

対象としている。

※７：配置予定技術者が複数申請されている場合、参加資格要件を満たした者

の内、最も評価の低い者で評価する。

※８：経常建設共同企業体の構成員としての経験は、主たる主任（監理）技術

者等として完成した工事の経験を主任（監理）技術者等として評価し、

その他の技術者は担当技術者として評価する。なお、確認できる資料を

添付すること。
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２）企業評価

過去２年度間の工事成績評定通知書による評定点の平均点による評価

[四国地方整備局（港湾空港関係除く）の発注工事に関する評価]

評価基準 配点 評価点

８０点以上 30.0
７８点以上 ８０点未満 25.0
７６点以上 ７８点未満 20.0
７４点以上 ７６点未満 15.0 ／ 30.0
７２点以上 ７４点未満 10.0
７０点以上 ７２点未満 5.0
上記以外 0.0

[○○県○○○局の発注工事に関する評価]※左表は県毎に異なるので注意すること。

評価基準 配点 評価点

８２点以上 30.0
８０点以上 ８２点未満 25.0
７８点以上 ８０点未満 20.0
７６点以上 ７８点未満 15.0 ／ 30.0
７４点以上 ７６点未満 10.0
７２点以上 ７４点未満 5.0
上記以外 0.0

※１：「過去２年度間の工事成績評定通知書による評定点の平均点による評価」

については、単体もしくは同一構成員での経常建設企業体もしくは経常

建設企業体の全ての構成員が、四国地方整備局（港湾空港関係を除く）

発注または○○県○○○局発注で、平成２６・２７年度間に完成し、引

き渡された工事の実績を有している場合に限り、評価の対象とする。

※２：平成２６・２７年度間に完成し、引き渡された工事が、四国地方整備局

（港湾空港関係を除く）発注と○○県○○○局発注の両方にある場合は、

その発注機関毎の工事成績評定通知書による評定点の平均点を用いて、

発注機関毎に算出した評価点の平均値を評価点とする。

※３：単体として申請する者の「過去２年度間の工事成績評定通知書による評

定点の平均点」は、単体での実績のみを対象として算出するものとし、

経常建設共同企業体での実績は対象としない。

※４：経常建設共同企業として申請する者の「過去２年度間の工事成績評定通

知書による評定点の平均点」とは、同一構成員での経常建設共同企業体

での実績を対象として算出ものとする。ただし、新たに経常建設共同企

業体を構成して申請する者については、それを構成する構成員の単体毎

に、※３により算出した工事成績評定通知書による評定点の平均点が最

も低い構成員の平均点を、新たに経常建設共同企業体を構成して申請す

る者の評定点の平均点とする。

※５：単体として申請する者の経常建設共同企業体での実績は、工事成績評価

の対象としない。

※６：経常建設共同企業として申請する者の構成員の実績は、工事成績評価に

おいて、※４により評価対象とする場合がある。


